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研究成果の概要： 
 本研究では，地域在住高齢者に短期間かつ低頻度の作業参加を促すプログラムの効果を
検討した．参加した 208名のうち，完遂者 115名（完遂率 55.3％）の健康関連 QOLおよ
びその他の各指標を前後比較した．有意な向上を認めた項目は SF-36v2 の精神的側面の
QOL サマリースコア（p＜0.01，効果量 r=0.26）と SOPI（p＜0.01，効果量 r=0.47），
MoCA-J （p＜0.01，効果量 r＝0.64）であった．本結果より，リハビリテーション専門職
不足の現状において，低頻度の介入でも心理面や認知機能に寄与する可能性が示唆され，
介護予防のエビデンス構築に繋がることが考えられる． 
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1．研究の背景 
 日本の高齢化率は世界でも高水準であり，
高齢者の自立支援が重要となっている．介
護予防の取り組みとして住民主体の通いの
場では，社会参加の継続や認知症予防とい
った目的で体操や認知症予防，趣味活動な
どの取り組みが実施されている．通いの場
の実施頻度については，週に 1 回以上が
38.9％を占めているが，月に 1回以上の頻
度では 93.8％に達している 1）．高齢者の健
康関連 QOL（以下HR QOL）には社会参
加や認知機能，作業参加（価値ある活動の
実施）といった様々な要因が関連しており，
リハビリテーション専門職（以下，リハ専
門職）による通いの場の支援による介護予
防プログラムの実施が求められている 2）．
しかし，地域への派遣体制整備の問題点と
して，リハ専門職の人材が不足していると
47.2％が回答しており，リハ専門職の団体
や医療機関へ派遣を依頼する市町村が高い
割合と報告されている 2）．地域在住高齢者
の作業参加を継続するためのプログラムが
HRQOLに及ぼす影響については，いくつ
かの報告 3-5）で個別に焦点を当てた演習を

実施し，有効性が示唆されている．しかし，
半年以上や毎週のプログラムが必要となり，
人材不足が問題視されている状況では実現
可能性が課題として挙げられる．また，短
期間の運動と教育講義を複合した介入は身
体機能への効果を示すが，社会的要因には
つながっていない 6）ことからも，講義のみ
では社会的な要因への効果は少ないことが
推測される． 
 
2．研究の目的 
 低頻度かつ短期間で個別性を重視した演
習が，健康の維持や病気の予防に貢献でき
る可能性を示すことである．それにより，
エビデンスが構築され，医療機関からリハ
専門職の派遣が推進され，社会貢献にも繋
がる． 
 
3．研究の方法 
研究デザインは多施設を対象としたプロ

グラム前後の成果指標の変化を比較する準
実験デザインである．研究対象者は 2025
年 4月から 9月までに政令指定都市である
静岡県浜松市の通いの場に登録してある団
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体で研究参加の申し込みのあった 13団体
であった． 
研究対象者の包含基準は①同意取得日の

年齢が 65歳以上の者，②普段から通いの
場へ参加している者，③本研究の説明を受
け，参加同意を得られた者とした．除外基
準は①研究内容を理解できない者，②認知
症や精神疾患といった認知機能に影響を及
ぼす診断を受けている者とした．対象者の
うち，研究同意の得られた者を研究参加者
とした．研究参加者には研究の目的を文書
と口頭で説明し，同意を得た．所属施設の
倫理委員会の承認を得て実施した（R6-09
号）． 
調査項目は，基本情報（年齢や性別，介

護認定等）を聴取した．また，メインアウ
トカムはMOS 36-ltem Short-Form 
Health survey（SF-36v2）を用いて，身体
的側面の QOLサマリースコア（Physical 
component summary: PCS）精神的側面の
QOLサマリースコア（Mental component 
summary: MCS），役割／社会的側面の
QOLサマリースコア（Role/Social 
component summary: RCS）を算出した．
副次アウトカムである自記式作業遂行指標
（SOPI），日本語版 Frenchay Activities 
Index（FAI），Japanese version of 
Montreal Cognitive Assessment
（MoCA-J），老年うつ病スケール
（GDS-15）を用いた． 
介入は 3か月間とし，月に 1度 1回 120

分のプログラムを実施した． 
プログラム内容：1回目は個人の意味あ

る作業の聴取と現在の健康を支える要因の
認識を高めるために現状の状態を伝えた．
2回目は意味ある作業を継続するために必
要な取り組みをグループワークで検討した．
3回目は大切な作業と取り組みの発表と作
業療法士によるフィードバックを実施した． 
統計解析は対象者の介入前後の各評価に

ついて，ウィルコクソンの符号順位和検定
を用いた．また効果量についても算出した． 
次に対象者の意味ある作業を余暇活動，

生産的活動，セルフケアの 3領域で分類し，
どういった内容の作業が割合を占めている
のか，カテゴリごとに分析した． 
 
4．研究成果 

13団体からの申し込みがあり，研究参加
者は 208名，初回調査と最終調査，3回の
介入の全てに参加した者は 115名であった
（参加率 55.3％）．平均年齢 80.9歳，男性
27 名（23.5％），介護保険利用者 14 名
（12.2％）であった． 

SF-36v2のサマリースコアである PCS
は（初回中央値 40.8[四分位範囲
33.7-48.9]→再調査 43.0[31.6-51.2], 

p=0.81，効果量 r=0.02），MCSは
（57.6[50.5-63.1]→59.9[53.5-64.2], p＜
0.01，効果量 r=0.26），RCS
（50.0[43.1-55.3],→50.0[41.3-56.2], 
p=0.36，効果量 r=0.09），SOPI
（36[30.0-41.0]→37[33.0-42.0], p＜0.01，
効果量 r=0.47）の前後，FAI
（31[26.0-35.0]→30[25.0-36.0], p=0.82，
効果量 r=0.02）の前後，MoCA-J
（24[21.0-26.0]→26[22.0-27.0], p＜0.01，
効果量 r＝0.64）の前後，GDS-15
（5[1.0-5.0]→5[1.0-5.0], p=0.74，効果量
r=0.03）であった． 
意味ある作業については得られた回答

（複数回答可）は余暇活動 73名（63.5％），
生産的活動 65名（56.5％），セルフケア 30
名（26.1％）であった． 
本研究では，月 1回という比較的低頻度

の介入であったにもかかわらず，MCS お
よび MoCA-J に有意な改善が認められた．
これは，介入を通して対象者が自身にとっ
て意味のある作業を再認識し，日常生活に
おける作業への意識や関わり方が変化した
ことが影響した可能性がある．また，意味
ある作業として余暇活動や生産的活動が多
く挙げられており，日常生活の中で主体的
に取り組む活動が心理面や認知機能に良い
影響を及ぼしたことが示唆される．さらに，
先行研究 7）においては，人生の目的意識が
認知機能低下の予防因子となる可能性が示
されており，本研究でみられた変化も，対
象者が自己にとって価値のある作業を再認
識し，それに主体的に関与したことと関連
している可能性がある．  
5．研究の限界 
 普段から通いの場に参加しており，社会
参加への意欲が高い集団であった可能性が
ある．そのため，地域在住高齢者の全般を
代表しているとは言い切れず，選択バイア
スの存在が結果の一般化に影響を及ぼして
いる可能性がある．また，対象者に診断は
ついていないが認知機能の低下している者
や介護保険を利用している者がいた．その
ため，回答の整合性や介護サービスによる
影響も考えられる．本研究は対照群がない
ため，因果関係については明らかにするこ
とができない． 
 
6．今後の展望 
 本研究では一定の効果が示唆されたが，
対象者が限定的であった点や対照群を設定
していない点などの課題が残る．今後は，
対象者を介護保険サービス未利用の高齢者
へと拡大し，より予防段階にある集団に対
する効果検証を行う必要がある．また，対
照群を設定した研究デザインを採用するこ
とで，介入の効果に関する因果関係をより



明確にすることが求められる． 
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